別紙４
記載例

新分野需要開拓等事業計画書
構成員名：　株式会社△△△　　　　　　　

１ 新分野需要開拓等事業の内容
	被災前の事業概要
	※　被災前の事業の内容を具体的に記載してください。

	従前の施設等への復旧では事業再開や震災前の売上まで回復することが困難である理由
	※　事業再開や震災前の売上までの回復が困難な理由について、具体的に記載してください。
※　従前の施設等を復旧の場合の売上見込み額を記載してください。

	新分野需要開拓等事業の内容
	新分野事業における取組の内容
□新商品製造ラインへの転換              □生産性向上                       □新商品・新サービス開発　　　　　　　   □新市場開拓調査　　　　　　　　
□従業員確保のための宿舎整備　　　　□その他（具体的に記載：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	【具体的内容】

	売上計画
	※　新たに実施する事業を開始してから３期（長期修繕計画がある場合にはその期）までの売上計画を記載してください。



２ 東日本大震災による被害状況
(1) 施設の被害状況（別紙２の再掲）
	№
	施設名
	所在地
	種類・構造・床面積
建築年月
	被害の状況
	復旧状況
	被害額

	１
	△△△倉庫
	◆◆市□□町＊＊番地＊＊
	鉄骨造２階建、＊＊＊㎡
昭和○○年建築
	全壊
	未復旧
	＊＊＊円

	２
	△△△加工場
	◆◆市□□町＊＊番地＊＊
	鉄骨造平屋建、＊＊＊㎡
平成○○年建築
	全壊
	未復旧
	＊＊＊円

	
	
	
	
	
	合計金額
	＊＊＊円


※1　施設ごとに記入してください。なお、欄が足りない場合は、適宜追加してください。別紙２「３　復旧整備の内容」から転記してください。

※2　被害状況には「全壊」「大規模半壊」「半壊」「一部損壊」「被害なし」のいずれかを記載してください。
※3　被害額は、次により記載してください。
[全壊・流出：残存価格の100％、半壊：残存価格の50％、一部損壊：修繕費相当額]

(2) 設備の被害状況（別紙２の再掲）
	№
	設備名
	被災場所
	仕様
（メーカー名、型式、機能・性能等）
取得年月
	被害の状況
	復旧状況
	被害額

	１
	◇◇◇加工機
	◆◆市□□町＊＊番地＊＊
	○○社製、＊＊＊、＊＊＊
平成○年○月取得
	流失
	未復旧
	＊＊＊円

	
	
	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	
	合計金額
	＊＊＊円


※1　設備毎に記入してください。なお、欄が足りない場合は、適宜追加してください。
※2　被害の状況には、「全損」「一部損壊」のいずれかを記載してください。
※3　被害額は、次により記載すること。
[全損（修繕不可）：残存価格の100％、一部損壊（修繕可能）：修繕費相当額]


３　震災前の施設・設備の復旧経費
(1)震災前の施設を復旧整備した場合の経費
	№
	施設名称
（所在地）
	復旧整備区分
	復旧整備の内容
（種類・構造・床面積等）
	見積業者名
	復旧に要する経費
【税込】
	復旧に要する経費
【税抜】

	
	△△△倉庫
	□修繕　　■建替
	＊＊＊、＊＊＊
	1 ＊＊＊㈱
	44,000,000円
	40,000,000円

	
	
	
	
	2 ㈲＊＊＊
	49,500,000円
	45,000,000円

	
	△△△加工場
	□修繕　　■建替
	＊＊＊、＊＊＊
	1  ＊＊＊㈱
	27,500,000円
	25,000,000円

	
	
	
	
	2  ＊＊＊
	22,000,000円
	20,000,000円

	旧施設を復旧した場合の経費を記載します

	
	□修繕　　□建替
	
	①
	円
	円

	
	
	
	
	②
	円
	円

	　
	
	　
	
	合　　計
	44,000,000円
	40,000,000円


※1　№欄は、被害を受けた施設として2(1)で記入した№と一致させてください。
※2　見積書の写し等事業費の根拠を証する書類を添付してください。2社の見積りのうち、低い金額の合計額を合計欄に記載してください

※3　３者以上から見積書の提出を受けた場合は、適宜欄を追加し記載してください。












(2) 震災前の設備を復旧整備した場合の経費
	№
	設備名称
（設置場所）
	台数
	復旧整備区分
	復旧整備の内容
（メーカー名、型式、機能・性能等）
	見積業者名
	事業費
【税込】
	事業費
【税抜】

	
	◇◇◇加工機
	1台
	□修繕　　■入替
	○○社製、＊＊＊、＊＊＊
	1  ＊＊＊㈱
	11,000,000円
	10,000,000円

	
	
	
	
	
	2  ㈲＊＊＊
	16,500,000円
	15,000,000円

	
	
	1台
	□修繕　　□入替
	
	①
	円
	円

	
	
	
	
	
	②
	円
	円

	旧設備を復旧した場合の経費を記載します

	
	台
	□修繕　　□入替
	
	①
	円
	円

	
	
	
	
	
	②
	
	

	
	
	
	
	
	合　　計
	11,000,000円
	10,000,000円


※1　№欄は、被害を受けた設備として2(2)で記入した№と一致させてください。記載方法は施設と同じです。

※2　見積書の写し等事業費の根拠を証する書類を添付してください。
※3　３者以上から見積書の提出を受けた場合は、適宜欄を追加し記載してください。


４　新分野需要開拓等事業に要する経費の内容
(1) 施設の整備（補助金申請を予定する施設）
	№
	施設名称
（所在地）
	復旧整備の内容
（種類・構造・床面積等）
	共同事業を実施する
うえでの必要性
	施工完了
予定年月日
	事業費
【税込】
	事業費
【税抜】

	1
	店舗
（○○市○○町▲-▲）
	＊＊＊、＊＊＊
	＊＊＊、＊＊＊
	令和７年
○○月○○日
	55,000,000円
	50,000,000円

	
	
	
	
	
	円
	円

	
	
	
	
	
	円
	円

	　
	新施設・設備を取得するために必要な経費を記載します

	
	
	合　　計
	55,000,000円
	50,000,000円


※1　№欄には、適宜番号を付してください。
※2　見積書の写し等事業費の根拠を証する書類を添付してください。

(2) 設備の整備（補助金申請を予定する設備）
	№
	設備名称
（設置場所）
	台数
	復旧整備の内容
（メーカー名、型式、機能・性能等）
	共同事業を実施するうえでの必要性
	設置完了
予定年月日
	事業費
【税込】
	事業費
【税抜】

	1
	プレハブ冷凍庫
（○○市○○町▲-▲）
	1台
	＊＊＊、＊＊＊
	＊＊＊、＊＊＊
	令和７年
○○月○○日
	1,430,000円
	1,300,000円

	2
	ショーケース
（○○市○○町▲-▲）
	5台
	＊＊＊、＊＊＊
	＊＊＊、＊＊＊
	[bookmark: _GoBack]令和７年
○○月○○日
	5,500,000円
	5,000,000円

	
	
	
	
	
	
	円
	円

	
	
	
	
	
	合　　計
	6,930,000円
	6,300,000円


※1　№欄には、適宜番号を付してください。
※2　見積書の写し等事業費の根拠を証する書類を添付してください。






(3) 新商品・新サービス開発のための事業
	№
	事業内容
	経費の内訳
	新分野需要開拓等事業を実施するうえでの必要性
	納入・委託業者名・専門家名
	事業費
【税込】
	事業費
【税抜】

	
	
	
	
	
	円
	円

	
	
	
	
	
	円
	円

	
	
	
	
	
	合　　計
	円
	円


※1　№欄には、適宜番号を付してください。必要に応じ内容を記載してください

※2　見積書の写し等事業費の根拠を証する書類を添付してください。
※3　経費の内訳には、交付要綱別表「内訳」欄から、該当する項目を記載してください。
　　（項目名…原材料費、技術導入費、外注加工費、委託費、知的財産権等関連経費、運搬費、専門家謝金、専門家旅費）

(4) 市場開拓調査事業
	№
	委託（調査）内容
	委託業者名
	委託期間
	事業費
【税込】
	事業費
【税抜】

	
	
	
	
	円
	円

	
	
	
	
	合　　計
	円
	円


※1　№欄には、適宜番号を付してください。
※2　見積書の写し等事業費の根拠を証する書類を添付してください。

(5) 宿舎整備のための事業
	№
	施設名称
（所在地）
	種類・構造・床面積等
	施工業者
	施工完了
予定年月日
	事業費
【税込】
	事業費
【税抜】

	
	
	
	
	
	円
	円

	　
	
	
	
	合　　計
	円
	円


※1　№欄には、適宜番号を付してください。
※2　見積書の写し等事業費の根拠を証する書類を添付してください。

５　補助金申請予定額

【補助金上限額】ここには「３　震災前の施設・設備の復旧経費」から【税込】の合計額を転記してください
（事業費計【税込】÷1.1）×3/4または1/2（端数切捨）以内


	震災前の施設・設備を復旧整備した場合の経費
	事業費計
【税込】
	補助金上限額
（Ａ）

	震災前施設の復旧経費
[３(1)の内容]
	44,000,000円
	

	震災前施設の復旧経費
［３(2)の内容］
	11,000,000円
	

	合　　計
	55,000,000円
	37,500,000円


※　補助金上限額は、事業費合計（税抜）の合計額の３／４以内となります。
ただし、以下のいずれかに該当する場合は「中小企業者以外」の補助率とし、事業費合計（税抜）の合計額の１／２以内となります。
1 　資本金又は出資金が５億円以上の法人に直接又は間接に100％の株式を保有される中小・小規模事業者。
②　交付申請時において、確定している（申告済みの）直近過去３年分の各年又は各事業年度の課税所得の年平均額が15億円を超える中小・小規模事業者。

【新分野需要開拓等事業による施設・設備の整備等】
	内容
	事業費計
【税込】
	資金内訳

	
	
	補助金申請額
（Ｂ）
	自己資金
	借入金
	

	
	
	
	
	
	うち高度化スキーム
による借入希望

	施設の整備
[４(1)の内容]
	55,000,000円
	新分野事業による事業費（税抜）×3/4（端数切り捨て）が、補助金上限額（A）を超える場合は、補助金上限額（A）の金額をそのまま転記してください。

	
	
	

	設備の整備
［４(2)の内容］
	6,930,000円
	
	
	
	

	新商品・新サービス開発のための事業ここには「４　新分野需要開拓等事業に要する経費の内容」から【税込】の合計額を転記してください

［４(3)の内容］
	円
	資金内訳は
事業費（税込）
　＝補助金申請額（B）+自己資金+借入金
となるようにしてください。

	
	
	

	市場開拓調査事業
［４(4)の内容］
	円
	
	
	
	

	宿舎整備のための事業
［４(5)の内容］
	円
	
	
	
	

	合　　計
	61,930,000円
	37,500,000円
	14,430,000円
	10,000,000円
	10,000,000円


※　補助金申請額（Ｂ）は、補助金上限額（Ａ）以下となります。【 （Ｂ）≦（Ａ） 】
